
補 正 前 の 額 補 正 額 補 正 後 の 額

第6号

81,652,972 △ 117,755 81,535,217

第3号

17,437,967 △ 12,759 17,425,208

土 地 取 得 事 業 154,000 ― 154,000

介 護 保 険 事 業 56,498 ― 56,498

第3号

5,416,805 △ 14,756 5,402,049

小 計 23,065,270 △ 27,515 23,037,755

7,074,639 ― 7,074,639

13,200,026 ― 13,200,026

124,992,907 △ 145,270 124,847,637合 計

水 道 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計

特

別

会

計

国 民 健 康 保 険 事 業

後 期 高 齢 者 医 療

(資　料）

令和７年度　鈴鹿市一般会計補正予算（第６号）等総括

鈴鹿市歳入歳出予算会計別一覧

(単位：千円)

会 計 区 分

一 般 会 計
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歳　　入 (単位：千円)

区　　　　            　　　　分 補 正 前 の 額 補 正 額 補 正 後 の 額

 1. 市 税 31,134,317 ― 31,134,317

 2. 地 方 譲 与 税 617,429 ― 617,429

 3. 利 子 割 交 付 金 20,000 ― 20,000

 4. 配 当 割 交 付 金 150,000 ― 150,000

 5. 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 100,000 ― 100,000

 6. 法 人 事 業 税 交 付 金 637,126 ― 637,126

 7. 地 方 消 費 税 交 付 金 4,700,000 ― 4,700,000

 8. ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 85,000 ― 85,000

 9. 自 動 車 取 得 税 交 付 金 1 ― 1

10. 環 境 性 能 割 交 付 金 85,000 ― 85,000

11. 地 方 特 例 交 付 金 261,427 ― 261,427

12. 地 方 交 付 税 4,927,989 941,070 5,869,059

13. 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 15,742 ― 15,742

14. 分 担 金 及 び 負 担 金 395,931 ― 395,931

15. 使 用 料 及 び 手 数 料 975,747 ― 975,747

16. 国 庫 支 出 金 17,412,078 △ 415,460 16,996,618

17. 県 支 出 金 6,437,762 339,764 6,777,526

18. 財 産 収 入 139,500 16,935 156,435

19. 寄 附 金 812,850 28,032 840,882

20. 繰 入 金 5,560,681 △ 1,325,683 4,234,998

21. 繰 越 金 236,745 ― 236,745

22. 諸 収 入 3,343,447 △ 2,113 3,341,334

23. 市 債 3,604,200 299,700 3,903,900

歳 入 合 計 81,652,972 △ 117,755 81,535,217

一 般 会 計
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歳　　出 (単位：千円)

区　　　　            　　　　分 補 正 前 の 額 補 正 額 補 正 後 の 額

 1. 議 会 費 436,766 △ 11,160 425,606

 2. 総 務 費 11,056,229 △ 37,158 11,019,071

 3. 民 生 費 34,921,658 △ 793,108 34,128,550

 4. 衛 生 費 7,249,419 △ 59,413 7,190,006

 5. 労 働 費 97,923 13,630 111,553

 6. 農 林 水 産 業 費 1,828,753 429,672 2,258,425

 7. 商 工 費 1,671,552 △ 16,599 1,654,953

 8. 土 木 費 7,678,879 △ 123,569 7,555,310

 9. 消 防 費 3,587,677 49,281 3,636,958

10. 教 育 費 7,339,941 317,565 7,657,506

11. 災 害 復 旧 費 120,000 ― 120,000

12. 公 債 費 4,534,175 ― 4,534,175

13. 諸 支 出 金 1,100,000 113,104 1,213,104

14. 予 備 費 30,000 ― 30,000

歳 出 合 計 81,652,972 △ 117,755 81,535,217
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■補正予算概要

■一般会計補正予算（第6号）事業概要

１　新規事業の追加 5億9,497万9千円

① 森林環境基金積立金 928万4千円

② こども未来基金積立金 200万円

③ 企業版ふるさと納税基金積立金 2,134万円

④ 新基本計画実装・農業構造転換支援事業費 5億6,235万5千円

7億9,055万7千円

① 証明書コンビニ交付事業費 107万8千円

② 企業版ふるさと納税推進費 440万円

③ 基金運用益金等積立金 1,693万5千円

④ 鈴鹿亀山地区広域連合負担金（介護保険分） 65万9千円

⑤ 国民健康保険事業特別会計繰出金 5,658万9千円

⑥ （児童措置費）子どものための教育・保育給付事業費 280万円

⑦ 生活保護自立支援事業費／生活扶助費 1,090万円

⑧ 生活保護自立支援事業費／住宅扶助費 820万円

⑨ 生活保護自立支援事業費／生業扶助費 60万円

⑩ 生活保護自立支援事業費／医療扶助費 5,200万円

⑪ 生活保護自立支援事業費／介護扶助費 210万円

⑫ 一ノ宮共同作業場運営費 1,503万7千円

⑬ 県営事業負担金／寺井池地区 182万円

⑭ 鈴鹿亀山地区広域連合負担金（消費生活センター分） 30万6千円

⑮ 舗装事業費 904万円

⑯ （街路事業費）県営事業負担金 910万1千円

⑰ 公園施設長寿命化施設整備費 1,388万円

⑱ （教育振興費）子どものための教育・保育給付事業費 50万円

⑲ （小学校費）施設管理費／維持修繕費 1,009万2千円

⑳ （小学校費）学校施設長寿命化・大規模改造事業費 4億4,521万1千円

㉑ （中学校費）学校施設長寿命化・大規模改造事業費 1,620万5千円

㉒ 土地購入費 1億1,310万4千円

【一般会計補正予算（第6号）】
・一般会計予算から1億1,775万5千円を減額した補正後の予算総額は、815億3,521万7千円
・国の補正等により増額となる事業費は、13億8,553万6千円、事業の精算等により減額となる事業費は、
15億329万1千円
・増額となる主な財源は、地方交付税9億4,107万円、県支出金3億3,976万4千円、寄附金2,803万2千
円
・地方交付税等の一般財源の増額による財政調整基金からの繰入金の減額は、13億1,613万3千円

【国民健康保険事業特別会計補正予算（第3号）】
・国民健康保険事業特別会計予算から1,275万9千円を減額した補正後の予算総額は、174億2,520万8
千円

【後期高齢者医療特別会計補正予算（第3号）】
・後期高齢者医療特別会計予算から1,475万6千円を減額した補正後の予算総額は、54億204万9千円

２　その他の事業費の増額
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△13億2,624万7千円

① 児童手当／児童手当給付費　ほか72事業 △13億2,624万7千円

△1億7,704万4千円

① 人件費 △1億7,704万4千円

△1,842万2千円

① ＤＸ推進費　ほか15事業 △1,842万2千円

① 戸籍システム運用費

② 小学校建設事業

③ 中学校建設事業

■国民健康保険事業特別会計補正予算（第3号）事業概要

4,216万7千円

① 過年度返還金等 4,146万1千円

② 基金運用益金等積立金 70万6千円

△5,492万6千円

① 総合住民情報システム費　ほか7事業 △5,492万6千円

■後期高齢者医療特別会計補正予算（第3号）事業概要

△1,475万6千円

① 後期高齢者医療広域連合納付金　ほか1事業 △1,475万6千円

１　事業費の精算による減額

３　事業費の精算等による減額

１　事業費の精算による増額

５　財源更正による一般財源所要額の減額

６　債務負担行為の廃止及び減額

２　事業費の精算による減額

４　人件費の精算による減額等
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■一般会計補正予算（第6号）事業詳細

１　新規事業の追加　5億9,497万9千円

①　森林環境基金積立金〔新規〕　事業費:　928万4千円

　款：総務費 項：総務管理費 目：基金費　予算書Ｐ30・31

【財　　　　源】

　一般財源　928万4千円

【目　　　　的】

　次年度以降に実施する森林経営管理事業等への活用

【内　　　　容】

【経 費 内 訳】

　森林環境基金積立金　928万4千円

【担   当   課】

　政策経営部　財政課

　森林経営管理事業等の執行額の精査により、令和7年度森林環境譲与税の一部を森林環境基金
へ積み立てる。
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②　こども未来基金積立金〔新規〕　事業費:　200万円

　款：総務費 項：総務管理費 目：基金費　予算書Ｐ30・31

【財　　　　源】

　こども未来基金寄附金　200万円（寄附金）

【目　　　　的】

　次年度以降に実施する子育て支援事業への活用

【内　　　　容】

　篤志家からの寄附金をこども未来基金に積み立てる。

【経 費 内 訳】

　こども未来基金積立金　200万円

【担   当   課】

　政策経営部　財政課
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③　企業版ふるさと納税基金積立金〔新規〕　事業費:　2,134万円

　款：総務費 項：総務管理費 目：基金費　予算書Ｐ30・31

【財　　　　源】

　企業版ふるさと納税寄附金　1,940万円（寄附金）

　一般財源　　　　　　　　　　　　 　194万円

【目　　　　的】

　次年度以降に実施する寄附の使途目的に資する各事業への活用

【内　　　　容】

　企業からの寄附金（企業版ふるさと納税）を企業版ふるさと納税基金に積み立てる。

【経 費 内 訳】

　企業版ふるさと納税基金積立金　2,134万円

【担   当   課】

　政策経営部　財政課
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④　新基本計画実装・農業構造転換支援事業費〔新規〕　事業費:　5億6,235万5千円

　款：農林水産業費 項：農業費 目：農業振興費　予算書Ｐ42・43

【財　　　　源】

　新基本計画実装・農業構造転換支援事業費補助金　5億6,235万5千円（県支出金）

【目　　　　的】

【内　　　　容】

【経 費 内 訳】

　新基本計画実装・農業構造転換支援事業費補助金　5億6,235万5千円

【担   当   課】

　産業振興部　農林水産課

　農業の構造転換の実現に向けた産地支援

　地域農業を支える老朽化した共同利用施設の再編集約・合理化にかかる費用を補助する経費を
計上する。
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２　その他の事業費の増額　7億9,055万7千円

①　証明書コンビニ交付事業費〔増額〕　事業費:　107万8千円

　款：総務費　項：総務管理費 　目：一般管理費　　予算書Ｐ28・29

【財　　　　源】

　社会保障・税番号制度システム整備費補助金　107万8千円（国庫支出金）

【目　　　　的】

　戸籍の証明発行に係る行政事務の適切な執行

【内　　　　容】

【経 費 内 訳】

　コンビニ証明発行システム改修業務（戸籍附票旧氏記載機能）　107万8千円

【担   当   課】

　地域振興部　戸籍住民課

　国の補正予算による国庫補助金の追加に伴い、戸籍附票旧氏記載機能追加に関するシステム改修
費を増額計上する。
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②　企業版ふるさと納税推進費〔増額〕　事業費:　440万円

　款：総務費　項：総務管理費 　目：企画費　　予算書Ｐ28・29

【財　　　　源】

　一般財源　　440万円

【目　　　　的】

　効率的な企業版ふるさと納税の寄附受領

【内　　　　容】

【経 費 内 訳】

　企業版ふるさと納税支援業務委託　

　 　補正前予算額　348万7千円

　 　決算見込額　　 788万7千円

　　 補正額　　　　　 440万円

【担   当   課】

　政策経営部　総合政策課

　企業版ふるさと納税を行う企業と本市をマッチングさせる業務委託契約に基づく経費を増額計上
する。
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③　基金運用益金等積立金〔増額〕　事業費:　1,693万5千円

　款：総務費 項：総務管理費 目：基金費　予算書Ｐ30・31

【財　　　　源】

　基金運用利子　1,693万5千円（財産収入）

【目　　　　的】

　各種基金の運用による益金等の積立

【内　　　　容】

　各種基金の運用益金の見込みの増により積立金を増額計上する。

【経 費 内 訳】

　基金運用益金等積立金　

　　補正前予算額　  1,771万9千円

　　決算見込額　　　 3,465万４千円

　　補正額　　　　 　　1,693万5千円

【担   当   課】

　政策経営部　財政課
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④　鈴鹿亀山地区広域連合負担金（介護保険分）〔増額〕　事業費:　65万9千円

　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉総務費　予算書P34・35

【財　　　　源】

　一般財源　65万9千円

【目　　　　的】

　介護保険事業を行う鈴鹿亀山地区広域連合の運営

【内　　　　容】

【経 費 内 訳】

　鈴鹿亀山地区広域連合負担金　　  65万9千円

　　　（内訳）低所得者保険料軽減負担金　△10万4千円

　　　　　 　　システム改修費　　　　　　　　　  76万3千円

【担   当   課】

　健康福祉部　長寿社会課

　鈴鹿亀山地区広域連合への負担金のうち、低所得者保険料軽減負担金過年度分精算による減額
及び税制改正に伴うシステム改修費の増額を計上する。
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⑤　国民健康保険事業特別会計繰出金〔増額〕　事業費:　5,658万9千円

　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉総務費　予算書P34・35

【財　　　　源】

　国民健康保険基盤安定等国庫負担金　4,019万3千円（国庫支出金）

　国民健康保険基盤安定等県負担金　　2,377万2千円（県支出金）

　一般財源　　　　　　　　　　　　　　　　　　 △737万6千円

【目　　　　的】

　国民健康保険事業の運営

【内　　　　容】

【経 費 内 訳】

　国民健康保険事業特別会計繰出金　5,658万9千円

【担   当   課】

　健康福祉部　保険年金課

　地方財政措置が講じられている国民健康保険事業への繰出金のうち、保険基盤安定分、財政安
定化支援事業分、未就学児均等割保険料分、産前産後保険料分の増額及び職員給与費等分、出
産育児一時金等分の減額を計上する。

　　　（内訳）保険基盤安定分　　　　　　　　　 8,283万5千円
　　　         保険財政安定化支援事業分　　 　205万6千円
　　　         未就学児均等割保険料分          139万7千円
　　         　産前産後保険料分                   105万3千円
　　         　職員給与費等分　　　　　　　　△2,408万6千円
　　         　出産育児一時金等分　　　　　 　△666万6千円
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⑥　子どものための教育・保育給付事業費〔増額〕　事業費:　280万円

　款：民生費　項：児童福祉費 　目：児童措置費　　予算書Ｐ36・37

【財　　　　源】

　子どものための教育・保育給付交付金　165万4千円（国庫支出金）

　私立保育所運営費負担金　　　　　　　　　 84万3千円（県支出金）

　一般財源　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　30万3千円

【目　　　　的】

　物価上昇等による厳しい環境下での安定的な教育・保育の提供

【内　　　　容】

　運営継続支援臨時加算の新設により、私立保育所等への運営費負担金を増額計上する。

【経 費 内 訳】

　私立保育所等運営費負担金　280万円

　　（内訳）私立保育所　　　　10万円×23園

　　　　　　 私立認定こども園　5万円×10園

【担   当   課】

　こども政策部　こども育成課
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⑦　生活保護自立支援事業費／生活扶助費〔増額〕　事業費:　1,090万円

　款：民生費　項：生活保護費　目：扶助費　予算書P38・39

【財　　　　源】

　生活扶助費等負担金　817万5千円（国庫支出金）

　一般財源　　　　　　　　　272万5千円

【目　　　　的】

　生活保護法第12条に定める生活扶助

【内　　　　容】

　保護世帯数増加のため、生活扶助費の増額分を計上する。

  　　＜生活扶助費＞

　   　  日常生活費のうち、衣食その他日常生活の需要を満たすために必要な経費を支給

【経 費 内 訳】

　生活扶助費

　 　補正前予算額　5億6,500万円

　 　決算見込額　　 5億7,590万円

　　 補正額　　　　　　　　1,090万円

【担   当   課】

　健康福祉部　保護課
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⑧　生活保護自立支援事業費／住宅扶助費〔増額〕　事業費:　820万円

　款：民生費　項：生活保護費　目：扶助費　予算書P38・39

【財　　　　源】

　生活扶助費等負担金　615万円（国庫支出金）

　一般財源　　　　　　　　 205万円

【目　　　　的】

　生活保護法第14条に定める住宅扶助

【内　　　　容】

　　　＜住宅扶助費＞

　　　　 借家家賃、転居時の敷金等及び居住する家屋の補修等に係る費用を支給

【経 費 内 訳】

　住宅扶助費

　 　補正前予算額　3億160万円

　 　決算見込額　　 3億980万円

　　 補正額　　　　　　　　820万円

【担   当   課】

　健康福祉部　保護課

　家賃や家屋の補修等の住宅維持を必要とする保護世帯数増加のため、住宅扶助費の増額分を計
上する。
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⑨　生活保護自立支援事業費／生業扶助費〔増額〕　事業費:　60万円

　款：民生費　項：生活保護費　目：扶助費　予算書P38・39

【財　　　　源】

　生活扶助費等負担金　　45万円（国庫支出金）

　一般財源　　　　　　　　　 15万円

【目　　　　的】

　生活保護法第17条に定める生業扶助

【内　　　　容】

　基準額改定及び生徒数増加のため、生業扶助費の増額分を計上する。

　　　＜生業扶助費＞

【経 費 内 訳】

　生業扶助費

　 　補正前予算額　221万7千円

　 　決算見込額　　 281万7千円

　　 補正額　　　　　　　　 60万円

【担   当   課】

　健康福祉部　保護課

　　　　 生計の維持を目的とする生業に必要な資金、高校等就学費、技能修得費、
　　　就職支度費等を支給
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⑩　生活保護自立支援事業費／医療扶助費〔増額〕　事業費:　5,200万円

　款：民生費　項：生活保護費　目：扶助費　予算書P38・39

【財　　　　源】

　医療扶助費等負担金　　3,900万円（国庫支出金）

　一般財源　　　　　　　　　　1,300万円

【目　　　　的】

　生活保護法第15条に定める医療扶助

【内　　　　容】

　被保護者の医療機関受診人員等の増加のため、医療扶助費の増額分を計上する。

　　　＜医療扶助費＞

　　　　 指定医療機関等における診療、薬剤、検査料等に係る費用を支給

【経 費 内 訳】

　医療扶助費

　 　補正前予算額　12億9,629万1千円

　 　決算見込額　　 13億4,829万1千円

　　 補正額　　　　　　　　　　　5,200万円

【担   当   課】

　健康福祉部　保護課
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⑪　生活保護自立支援事業費／介護扶助費〔増額〕　事業費:　210万円

　款：民生費　項：生活保護費　目：扶助費　予算書P38・39

【財　　　　源】

　介護扶助費負担金　　157万5千円（国庫支出金）

　一般財源　　　　　　　　　52万5千円

【目　　　　的】

　生活保護法第15条の2に定める介護扶助

【内　　　　容】

　被保護世帯数の増加のため、介護扶助費の増額分を計上する。

　　　＜介護扶助費＞

【経 費 内 訳】

　介護扶助費

　 　補正前予算額　8,880万6千円

　 　決算見込額　　 9,090万6千円

　　 補正額　　　　　　　　　 210万円

【担   当   課】

　健康福祉部　保護課

　　　　 介護保険制度における要介護又は要支援の状態にある者に対し、居宅介護、施設介護、福
　　　福祉用具、住宅改修等の費用を支給
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⑫　一ノ宮共同作業場運営費〔増額〕　事業費:　1,503万7千円

　款：労働費 項：労働諸費 目：労働諸費　予算書Ｐ42・43

【財　　　　源】

　一般財源　1,503万7千円

【目　　　　的】

　キュービクル式高圧受電設備の更新

【内　　　　容】

【経 費 内 訳】

　キュービクル式高圧受電設備更新工事　1,503万7千円

【担   当   課】

　産業振興部　産業政策課

　一ノ宮共同作業場に設置されているキュービクル式高圧受電設備について、設備の老朽化が進ん
でおり、火災に繋がり得る状態であることが判明したことから、早期修繕を実施するため、更新工事
費を増額計上する。
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⑬　県営事業負担金／寺井池地区〔増額〕　事業費:　182万円

　款：農林水産業費 項：農業費 目：土地改良費　予算書Ｐ44・45

【財　　　　源】

　土地改良事業債　100万円（市債）

　一般財源　　　  　　 82万円

【目　　　　的】

　寺井池地区における農業基盤の整備

【内　　　　容】

　国の補正予算により、県営事業負担金が変更となったことに伴い増額計上する。

　　・事業年度 令和７年度～令和１2年度

　　・総事業費　15億7,080万円

　　・総事業量　パイプラインＬ＝14,020m 農道整備Ｌ＝3,030ｍ

【経 費 内 訳】

　県営事業負担金

　国補正予算分　1,000万円×18.2％（市負担率）＝182万円

【担   当   課】

　産業振興部　耕地課
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⑭　鈴鹿亀山地区広域連合負担金（消費生活センター分）〔増額〕　事業費:　30万6千円

　款：商工費　項：商工費　目：商工総務費　　予算書Ｐ46・47

【財　　　　源】

　一般財源　30万6千円

【目　　　　的】

　鈴鹿亀山消費生活センターの運営

【内　　　　容】

【経 費 内 訳】

　鈴鹿亀山地区広域連合消費者行政分負担金　30万6千円

【担   当   課】

　地域振興部　市民対話課

　鈴鹿亀山地区広域連合への負担金のうち、鈴鹿亀山消費生活センターの相談員（フルタイム会計
年度任用職員）3人の給与額の改定に伴い、負担金を増額計上する。
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⑮　舗装事業費〔増額〕　事業費:　904万円

　款：土木費　項：道路橋りょう費 　目：道路新設改良費　　予算書Ｐ46・47

【財　　　　源】

　防災・安全交付金　　　　　452万円（国庫支出金）

　道路新設改良事業債　　1,010万円（市債）

　一般財源　　　　　　　　　△558万円

【目　　　　的】

　道路の計画的な維持管理

【内　　　　容】

【工 事 箇 所】

　柳池田線外

【経 費 内 訳】

　工事委託料　△226万円・・・①

　　　国当初予算分：　2,034万円（補正後）－2,260万円（補正前）＝△226万円・・・①

　道路舗装工事費　1,130万円・・・②+③

　　　国当初予算分：　7,430万円（補正後）－1億8,300万円（補正前）＝△1億870万円・・・②

　　　国補正予算分：　1億2,000万円・・・③

【担   当   課】

　土木部　道路保全課

　当初予算に係る国庫補助金の確定による事業費の減額を行うとともに、国の補正予算による国庫
補助金の増額に伴い、舗装維持管理計画に基づく舗装の修繕及び更新を前倒しで実施する事業費
を増額計上する。
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⑯　県営事業負担金〔増額〕　事業費:　910万1千円

　款：土木費　項：都市計画費 　目：街路事業費　　予算書Ｐ50・51

【財　　　　源】

　街路事業債　　 940万円（市債）

　一般財源　△29万9千円

【目　　　　的】

　都市計画道路の整備

【内　　　　容】

　県街路事業費の確定に伴い、県営事業負担金を増額計上する。

【工 事 箇 所】

　都市計画道路野町国府線

【経 費 内 訳】

　県営事業負担金　910万1千円・・・①+②

　　　国当初予算分：　5,893万4千円（補正後）－6,166万7千円（補正前）＝△273万3千円・・・①

　　　国補正予算分：　1,183万4千円・・・②

【担   当   課】

　土木部　道路整備課
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⑰　公園施設長寿命化施設整備費〔増額〕　事業費:　1,388万円

　款：土木費　項：都市計画費　目：公園費　　予算書Ｐ50・51

【財　　　　源】

　防災・安全交付金　　　　　　　６９４万円（国庫支出金）

　公園事業債　　　　　　　　　　　770万円（市債）

　企業版ふるさと納税寄附金　　 10万円（寄附金）

　一般財源　　　　　　　　　　　　△86万円

【目　　　　的】

　公園施設長寿命化計画に基づく公園施設の老朽化対策

【内　　　　容】

【経 費 内 訳】

事業費補正額　１，３８８万円・・・①+②

　当初分

　　　補正前工事費　6,200万円

　　　補正後工事費　4,588万円

　　　補正予算額　　△1,612万円・・・①

　国補正予算分（国土強靭化分）

　　　補正予算額　　 3,000万円・・・②

【担   当   課】

　都市整備部　市街地整備課

　当初予算分の国庫補助金の減額及び国の補正予算による国庫補助金の追加に伴い、工事費を増
額計上する。
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⑱　子どものための教育・保育給付事業費〔増額〕　事業費:　50万円

　款：教育費　項：教育総務費 　目：教育振興費　　予算書Ｐ52・53

【財　　　　源】

　子どものための教育・保育給付交付金　　　　　22万1千円（国庫支出金）

　子どものための教育・保育給付事業費負担金　 7万6千円（県支出金）

　子どものための教育・保育給付事業費補助金　 6万2千円（県支出金）

　一般財源　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  14万1千円

【目　　　　的】

　物価上昇等による厳しい環境下での安定的な教育・保育の提供

【内　　　　容】

　運営継続支援臨時加算の新設により、私立認定こども園への施設型給付費を増額計上する。

【経 費 内 訳】

　私立幼稚園施設型給付費　50万円

　　（内訳）私立認定こども園　5万円×10園

【担   当   課】

　こども政策部　こども育成課
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⑲　施設管理費／維持修繕費〔増額〕　事業費:　1,009万2千円

　款：教育費　項：小学校費　目：学校管理費　　予算書Ｐ52・53

【財　　　　源】

　学校施設環境改善交付金　  1,841万3千円（国庫支出金）

　小学校施設整備債　　　　　  　   3,620万円（市債）

　一般財源　　　　　　　　　　　△4,452万1千円

【目　　　　的】

　小学校の施設保全に関する修繕及び改修工事

【内　　　　容】

【工 事 箇 所】

　校舎外壁（若松小学校、明生小学校)

【経 費 内 訳】

施設改修工事費　1,009万2千円・・・①+②

　当初分

　　　補正前工事費　1億9,993万4千円

　　　補正後工事費　1億5,533万4千円

　　　補正予算額　　△4,460万円・・・①

　国補正予算分

　　　補正予算額　　 5,469万2千円・・・②

【担   当   課】

　教育委員会事務局　教育政策課

　当初予算に係る工事費の確定による事業費の減額を行うとともに国の補正予算による国庫補助金
の追加に伴い、小学校の施設修繕及び改修工事を前倒しで実施する工事費を増額計上する。
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⑳　学校施設長寿命化・大規模改造事業費〔増額〕　事業費:　4億4,521万1千円

　款：教育費　項：小学校費　目：学校建設費　　予算書Ｐ52・53

【財　　　　源】

　学校施設環境改善交付金　9,534万4千円（国庫支出金）

　小学校施設整備債　　　　　　2億9,210万円（市債）

　一般財源　　　　　　　　　　　　5,776万7千円

【目　　　　的】

　公共建築物個別施設計画に基づく、小学校校舎等の長寿命化

【内　　　　容】

　国の補正予算による国庫補助金の追加に伴い、小学校の長寿命化改修工事を増額計上する。

【経 費 内 訳】

　施設改修工事　4億4,521万1千円

　　外壁、トイレ（長太小学校）

　　トイレ（箕田小学校、若松小学校、白子小学校、国府小学校、稲生小学校）

【担   当   課】

　教育委員会事務局　教育政策課
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㉑　学校施設長寿命化・大規模改造事業費〔増額〕　事業費:　1,620万5千円

　款：教育費　項：中学校費　目：学校建設費　　予算書Ｐ54・55

【財　　　　源】

　学校施設環境改善交付金　370万9千円（国庫支出金）

　中学校施設整備債　　　　　　　1,120万円（市債）

　一般財源　　　　　　　　　　　　129万6千円

【目　　　　的】

　公共建築物個別施設計画に基づく、中学校校舎等の長寿命化

【内　　　　容】

　国の補正予算による国庫補助金の追加に伴い、中学校の長寿命化改修工事を増額計上する。

【経 費 内 訳】

　施設改修工事　1,620万5千円

　　トイレ（創徳中学校）

【担   当   課】

　教育委員会事務局　教育政策課
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㉒　土地購入費〔増額〕　事業費:　1億1,310万4千円

　款：諸支出金 項：普通財産取得費 目：土地取得費　予算書Ｐ56・Ｐ57

【財　　　　源】

　一般財源　　1億1,310万4千円

【目　　　　的】

　土地取得事業特別会計で保有する土地の再取得

【内　　　　容】

　土地取得事業特別会計で保有する土地を再取得するための経費を増額計上する。

　・住吉町字南口６８２４－７外　33,003.67㎡（鈴鹿市青少年の森建物敷地等）

　・稲生町字池之下７９９１－８６　４５２㎡（中勢バイパス事業用地）

【経 費 内 訳】

　土地購入費 　1億1,310万4千円

【担   当   課】

　総務部　管財課
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６　債務負担行為の廃止及び減額

①　戸籍システム運用費〔廃止〕

【限   度   額】　173万3千円

【財　　　　源】

　一般財源　173万3千円

【期　　　　間】　

　令和7年度～令和10年度

【内　　　　容】

　戸籍総合システムに必要なライセンス賃貸借料を計上する。

【廃 止 理 由】

　ライセンスを新規で取得する必要がなくなったため、債務負担行為を廃止する。

【担   当   課】　地域振興部　戸籍住民課

②　小学校建設事業〔変更〕

【限   度   額】　2,738万2千円（8,642万9千円から5,904万7千円減額）

【財　　　　源】

　一般財源　2,738万2千円

【期　　　　間】　

　令和7年度～令和8年度

【内　　　　容】

　長太小学校の外壁、トイレの長寿命化改修工事を行う。

【変 更 理 由】

【担   当   課】　教育委員会事務局　教育政策課

　小学校建設事業のうち、長太小学校の外壁等改修工事について当初想定していた時期に補助金
の交付決定が無く、国補正予算で国庫補助金の交付があったため、事業実施期間を令和7年度か
ら令和8年度までを令和8年度に変更することに伴い、令和7年度予算を繰越して令和8年度に執
行することから、令和8年度の債務負担行為を減額する。
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③　中学校建設事業〔廃止〕

【限   度   額】　2億4,761万4千円

【財　　　　源】

　学校施設環境改善交付金　7,907万9千円（国庫支出金）

　中学校施設整備債　　 　　　1億2,300万円（市債）

　一般財源　　　　　　　　　　　 4,553万5千円

【期　　　　間】　

　令和7年度～令和8年度

【内　　　　容】

　白子中学校の東館校舎棟の長寿命化改修工事を行う。

【廃 止 理 由】

【担   当   課】　教育委員会事務局　教育政策課

　当初想定していた時期に補助金の交付決定が無く、国補正予算で国庫補助金の交付があったた
め、事業実施期間を令和7年度から令和8年度までを令和8年度から令和9年度までに変更するこ
とに伴い、令和7年度予算を繰越して執行することから、令和8年度の債務負担行為を廃止する。
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■国民健康保険事業特別会計補正予算（第3号）事業詳細

１　事業費の精算による増額　4,216万7千円

①　過年度返還金等〔増額〕　事業費:　4,146万1千円

　款：諸支出金　項：償還金及び還付加算金　目：償還金及び還付加算金　予算書Ｐ88・89

【財　　　　源】

　一般財源　4,146万1千円

【目　　　　的】

　前年度等に受けた交付金等の精算による返還

【内　　　　容】

　過年度保険給付費等交付金（普通交付金）返還等の確定により増額計上する。

【経 費 内 訳】

　過年度県支出金返還金　4,146万1千円

【担   当   課】

　健康福祉部　保険年金課
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②　基金運用益金等積立金〔増額〕　事業費:　70万6千円

　款：諸支出金　項：基金積立金　目：支払準備積立金　予算書Ｐ88・89

【財　　　　源】

　基金運用収入　　70万6千円（財産収入）

【目　　　　的】

　国保支払準備基金の運用利息の基金への積立

【内　　　　容】

　基金運用益金の見込みの増により積立金を増額計上する。

【経 費 内 訳】

　国保支払準備基金積立金　70万6千円

【担   当   課】

　健康福祉部　保険年金課
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